中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施要領
第１　目　　的
　　　中山間地域において、収益性の高い農業経営への転換を図るため、施設園芸を導入して所得拡大を目指す担い手を育成する。
第２　補助事業者
　　市町、営農集団（営農する場所が複数の市町にまたがる場合や営農する市町と居住する市町が異なる場合は、営農集団等に直接交付することができる）
第３　事業実施主体
　　　中山間地域で営農を行う営農集団、認定農業者とする。
第４　事業の内容および採択基準
　　　本事業の内容および採択基準については【別表１】および【別表２】によるものとする。
第５　事業実施計画の提出および審査
　（１）本事業により、施設園芸に取り組む事業実施主体は、中山間地農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施計画書（以下「計画書」という。）（様式第１－１号）を市町長に提出するものとする。
（２）市町長は、事業実施主体から提出のあった計画書を管内の農林総合事務所または嶺南振興局の農業経営支援担当部課(以下、「農林総合事務所等農業経営支援担当部課」という。)および関係機関と協議、審査し、（様式第２－１号）により農林総合事務所長または嶺南振興局長(以下、「農林総合事務所等長」という。)に提出するものとする。
（３）計画書の内容を変更する事業実施主体は、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）変更計画書（以下「変更計画書」という。）（様式第１－２号）を市町長に提出する。　　
市町長は、事業実施主体から提出のあった変更計画書を管内の農林総合事務所等農業経営支援担当部課および関係機関と協議、審査し、（様式第２－２号）により農林総合事務所等長に提出するものとする。
第６　事業実施期間
（１）本事業の実施期間は、平成２７年度から平成２９年度までとする。
（２）前項の計画書に基づく事業の実施期間は、当該年度内とする。
第７　報　　告

　（１）事業実施主体は、請負入札を終了したときはすみやかに、請負入札顛末を（様式第３号）に基づき、市町長あて報告するものとし、報告を受けた市町長は、（様式第４号）により農林総合事務所等長あて報告するものとする。
　　　　なお、請負入札差金(以下「差金」という。)の他工事、施設等への使用については、原則として認めないが、同事業実施上において、その事業の効果を高めるために止むを得ないものにあっては、次の手続きを了したうえで処理するものとする。
　　　ア　事業実施主体の長は、この差金を使用しようとする場合は、請負入札差金使用申請書（様式第５号）を市町長に提出するものとする。
イ　市町長は、前項の事業実施主体からの申請があった場合は、すみやかに県関係事務所等と協議の上、（様式第６号）により農林総合事務所等長に協議し、その指示を受けるものとする。
（２）市町長は、農林水産部地域農業興課所管補助金交付要綱に定めるところにより、事業完了実績報告書（別記様式３）を農林総合事務所等長に提出するものとする。
　（３）市町長は、事業実施の翌年度から目標年の間、毎年度、当該年度における達成状況等を事業計画達成状況報告書（様式第８号）により、翌年度の４月末までに農林総合事務所等長に提出するものとする。この場合、市町長は、あらかじめ事業実施主体から、事業計画達成状況報告書（様式第７号）による報告を受けるものとする。
第８　助　　成
　　　　県は、予算の範囲内において、農林水産部地域農業課所管補助金交付要綱に定めるところにより、本事業に要する経費について補助する
附　則
この要領は平成２７年４月１日から施行する。
　

【別表１】中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）内容
	事業項目
	事業内容
	具体的事業内容
（補助対象となる機械・施設等）
	事業費
	補助率

	栽培管理
施設整備
	栽培用機械施設
	ハウス、栽培装置、栽培管理機械・装置、専用運搬機械、収穫機械・装置、付帯施設　等
	2,000千円
～
14,000千円

	1/3
以内

	
	病害虫防除機械施設
	防除機、防蛾施設、土壌消毒機、付帯施設　等
	
	

	
	土づくり機械
施設
	チッパー、堆肥盤、堆肥散布機、付帯施設　等
	
	

	
	自然災害防止
施設
	融雪装置、防風施設、防潮施設、防霜施設、付帯施設　等
	
	

	その他園芸導入や目的達成に必要と認められる資機材等
	
	


【別表２】中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）採択基準

	採択基準項目

	１  県内の中山間地域は以下のとおりとする。
（１）農林統計上の中間農業地域および山間農業地域に区分される地域であること。または、「特定農山村地域活性化法」で規定された地域であること。

	２  採択に係る基準は以下のとおりとする。
（１）本事業は、国庫採択基準に満たない機械･施設等の整備を対象とする。
（２）県、市町推進品目を優先する。
（３）法的な規制や用地確保等で、問題点がある場合はこれを解決（または、確実に解決できる見込みがあること）してから計画を提出すること。
（４）合理的な土地利用等について、関係集落等受益地域の合意が得られていること。
（５）導入する機械・施設等は、対象とする園芸品目の栽培面積等に応じた適正な規模･能力であること（過大なものは認めない）。


<参考>
	
	
	対象品目

	県推進品目
	戦略品目
	スイカ、スイセン、ダイコン、ウメ、サトイモ、ラッキョウ

	
	基幹品目
	トマト、ホウレンソウ、軟弱野菜、ネギ、キュウリ、カボチャ、
キク、ナシ、メロン、イチゴ、ミディトマト、ソラマメ、
カンショ、カキ、タマネギ、ナス、ニンジン、キャベツ、
ブロッコリー

	
	新規品目
	アスパラガス、イチジク、小果類



中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施要領の運用について
第１　事業実施主体
１　園芸作物の生産および販売等により、地域農業の振興に供する営農集団、または認定農業者、認定農業者になることが見込まれる認定就農者とする。
２　任意組織の営農集団の場合、３戸以上で組織され、代表者および構成員が定められており、規約が整備されていること。
３　保有する全ての機械・施設等の利用等に関する定めがあること。（営農集団の場合）
第２ 事業内容
１　施設の野菜、果樹、花きの生産に必要となる施設等整備に対し支援する。
２　施設面積は３ａ以上とする。
３　既存の施設（水稲育苗用など）を利用する場合は、施設園芸の生産に十分な機能（大きさ、軒高、耐候性など）を有するか、機能確保のために施設の高度化を施すものに限る。
４　導入する機械・施設等は、対象とする園芸品目の栽培面積等に応じた適正な規模･能力であること。（過大なものは認めない）
第３ 事業の実施
１  農林水産部地域農業課所管補助金等交付要綱第３条による毎年度の補助金等交付申請書については、（別記様式１）により提出するものとする。
２  農林水産部地域農業課所管補助金等交付要綱第４条による毎年度の補助事業計画変更承認申請書については、（別記様式２）により提出するものとする。
第４　事業計画達成状況報告および改善計画
１　管理運営状況等の点検
（１）本事業では、事業完了年度の翌年度を１年目と数え、３年目に計画達成状況報告書により実績を評価する。
　　　目標値のおおむね８割に満たない状況が３年間続いている場合は、当該事業主体に対し、当該事業の受益地の見直し等も含めた改善計画（別記様式４）（当初の目標年度の３年後を目標年とする）を作成させるとともに、改善計画の達成が見込まれるまでの間、事業の実績を報告させ、当該補助金の交付の目的達成を図るよう指導するものとする。
（２）市町長は（１）の場合、（別記様式５）で農林総合事務所等長に報告し、必要に応じその指示を受けるものとする。
（３）（１）の場合にあって、当該施設の一部または全部が、農業情勢の変動や地域の農業情勢の変化等のやむを得ない事情により、改善計画に沿った利用を行ってもその適正かつ効率的な運用が期待しがたいと判断され、かつ、当該地域における園芸品目のための別の施設等として有効利用を図ることが確実と認められるときには、本事業の補助対象範囲である場合に限り、これを条件として、市町長および管内農林総合事務所等長は事業実施主体に、施設等の利用計画の変更を検討させ、（別記様式６）により、目的外使用の承認申請の手続きを行なわせることが出来るものとする。なお、この場合においては、当該施設等の処分制限期間（農林水産部地域農業課所管補助金等交付要綱　別表第４）内において、補助条件を継承することとし、県補助金相当額の納付は要しないものとする。
（４）市町長は、その必要性、既存の施設等との整合性等を検討の上、（３）による申請を承認する場合においては、あらかじめ、（別記様式７）により農林総合事務所等長の承認を受けなければならない。
第５　財産処分の制限について
　農林水産部地域農業課所管補助金等交付要綱第８条に規定に伴う手続きは、国庫補助事業に準ずるものとする。
附　則　
この運用は、平成２７年４月１日から適用する
様式第１－１号（事業実施主体→市町）
　　番 　　　　    号
平成　年　月　日
　市町長　　様
事業実施主体名　　　 
（代表者）氏　　名　 eq \o\ac(○,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施計画書の提出について
　平成　年度において、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）を実施したいので、同事業実施要領第５の規定に基づき、下記のとおり事業実施計画書を提出します。
記
１　事業の目的
２　事業の内容
（１）事業実施主体の名称（氏名）、所在地
	集  団  名
（農業者名）
	所　　在　　地
	代表者名
	構成員数
	備考

	
	
	
	
	


※備考欄に事業の区分を記入。（「施設園芸」）
（２）事業対象品目の生産出荷等計画
	品目名
　　　　　　　年度
項目
	
	

	
	現在
（　　）
	実施年度
（　　）
	３年後
（　　）
	
	現在
(　　)
	実施年度
（　　）
	３年後
（　　）
	

	事業実施主体
	栽培農家戸数(戸)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	栽培面積(ａ)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	生産量(t)
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	出荷量(t)または
出荷本数(本)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	販売金額(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	主な出荷市場等
	
	
	
	
	
	
	
	


※栽培面積（a）および販売金額(千円)を報告する。
※現在値は、事業実施年の直近年数値。３年後は、事業実施年の翌年を１年後とした３年後数値。
（３）対象となる機械・施設等の整備計画
	受　益　範　囲
	事業内容
(機械・施設等名、
型式、能力等)
	事業量
	単　価
	事業費

	戸　数
	栽培面積
	
	
	
	

	戸
	ａ
	※対象となる機械・施設ごとに詳細に記入する
	
	円
	円


（４）整備する機械・施設等の利用計画
	事業内容
	指　標
	事業実施年度
（　　　年度）
	目標年度
（　　年度）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　※事業内容は【別表】の具体的事業内容に準じて、記載する。また、指標は、当該事業で
整備する機械・施設等に係る稼動面積（ａ）や栽培面積（ａ）等を記載する。
※目標年度は、事業実施年度の３年後（目標年度＝事業実施年度＋３）。
（５）既存機械・施設等の装備状況
	内　　　容
	規格型式
	導入年度
	台数・棟数等
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


３　事業実施期間
　　　　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
４　事業費の内訳
	事　業　内　容
	総事業費
円
	補助対象
事業費
円
	補助対象事業
補助金(A＋B)
円
	負　　担　　区　　分
	備考

	
	
	
	
	県　費
(A) 円
	市町村費
(B) 円
	その他
円
	

	栽培管理施設整備
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	その他施設整備
	
	
	
	
	
	
	

	小　計
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（注）事業内容ごとに内訳が分かるように明確に記入する。
５　添付書類
　（１）位置図　　(10,000分の１程度)
	番号
	事業内容
	事業量
	受益面積等
	（管理者）
	摘要

	①
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　
（２）事業実施主体の規約および機械・施設等管理規定（営農集団の場合）
　（３）事業実施の同意書(総会等の議事録等) （営農集団の場合）
　（４）現在の生産状況が確認できる資料（青色申告等）（認定農業者の場合）
（５）機械・施設等の設計書または見積書、およびカタログ
（６）機械・施設等の規模決定根拠
（７）その他　町長、農林総合事務所長、または嶺南振興局長）が必要と認めたもの　
様式第１－２号（事業実施主体→市町）
番 　　　　    号
平成　年　月　日
　市町長　　様
（農林総合事務所長（嶺南振興局長）様
事業実施主体名　　　 
（代表者）氏　　名　 eq \o\ac(○,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）変更計画書
　平成　年　月　日付　　第　　号で提出した平成　年度地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施計画について、下記のとおり変更しますので事業変更計画書を提出します。
記
※　記の記載様式は、(様式第１－１号)に準ずるものとする。
　　この場合に、同様式中の「事業の目的」を「変更の理由」に置き換え、
計画書の内容と変更後の事業の内容が容易に比較対照できるよう、変更部分
を二段書きとし、変更前を上段に記載すること。
　　　また、添付書類については、変更があったものに限り添付する。
様式第２－１号（市町→県）
番 　　　　    号
平成　年　月　日
　農林総合事務所長　　様
（嶺南振興局長）
市町長　　 eq \o\ac(○,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施計画書の提出について
　平成　年度において、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）を実施したいので、同事業実施要領第５の（２）の規定に基づき、別添のとおり事業実施計画書を提出します。
(事業実施主体からの実施計画書を添付する)
様式第２－２号（市町→県）
番 　　　　    号
平成　年　月　日
　農林総合事務所長　　様
（嶺南振興局長）
市町長　　 eq \o\ac(○,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）変更計画書の提出について
　平成　年度において、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施計画について、同事業実施要領第５の（３）の規定に基づき、別添のとおり変更しますので事業変更計画書を提出します。
(事業実施主体からの変更計画書を添付する)
様式第３号（事業実施主体→市町）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
市　町　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
（代表者）　　氏　　　　名　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）請負入札てん末報告
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、別記のとおり請負入札および契約をいたしましたので、同事業実施要領第７の（１）の規定に基づきそのてん末を報告します。
様式第４号（市町→県）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
農林総合事務所長　様
（嶺南振興局長）
市　町　長　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）請負入札てん末報告
　平成　　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、事業実施主体から別添写のとおり請負入札および契約した旨の報告がありましたので、同事業実施要領第７の（１）の規定に基づきそのてん末を報告します。
　（事業実施主体からの請負入札てん末報告の写を添付）
（別記）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　請負入札のてん末
	地区名
	
	
	

	工種または施設名
	
	
	

	契約の方法
	
	
	

	入札日時
	
	
	

	入札場所
	
	
	

	執行者職氏名
	
	
	

	入札立会人氏名
	
	
	

	入札価格等
	請負入札に附する価格（Ａ）
	　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　円
	　　　　　　　　　　　　　円

	
	予定価格（Ｂ）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｂ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｂ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｂ/Ａ　　　　　　　％）

	
	制限価格（Ｃ）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｃ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｃ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｃ/Ａ　　　　　　　％）

	落札価格（Ｄ）
　　　（入札率）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｄ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｄ/Ａ　　　　　　　％）
	　　　　　　　　　　　　　円
　　（Ｄ/Ａ　　　　　　　％）


	入札状況
	第１回
	第２回
	第３回
	入札状況
	第１回
	第２回
	第３回
	入札状況
	第１回
	第２回
	第３回

	入札者
氏
名
	
	
	
	
	入札者氏名
	
	
	
	
	入札者氏名
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	契約の状況
	契約者住所
	
	
	

	
	契約金額
	円
	円
	円

	
	契約月日
	
	
	

	入札差金額
	円
	円
	円


様式第５号（事業実施主体→市町）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
市　町　長　　様
（農林総合事務所長（嶺南振興局長）様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
（代表者）　氏　 　名　 eq \o\ac(◯,印)
請負入札差金使用申請書
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、請負入札の結果　　　　　　　　円の差金が生じ、これを下記のとおり使用したいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業実施の理由（必要性と本契約との関連性）
２　請負入札差金で実施しようとする事業計画概要
	工種または施設名
	事業量
	事業費
	備考

	
	
	円
	

	計
	
	
	


３　添付書類
　（１）事業実施設計書または見積書
　（２）圃場整備の場合は計画平面図面
様式第６号（市町→県）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
農林総合事務所長　様
（嶺南振興局長）
市　町　長　 eq \o\ac(◯,印)
請負入札差金の使用についての協議
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、事業主体から別添写のとおり標記差金の使用について申請がありましたので、関係書類を添えて協議します。
記
１　請負入札差金による事業実施の理由
　　　　　　　（具体的に記載すること）
２　請負入札差金で実施しようとする事業計画概要
	工種または施設名
	事業量
	事業費
	備考

	
	
	円
	

	計
	
	
	


３．添付書類
　（１）事業実施設計書または見積書
　（２）事業実施主体からの請負入札差金使用申請書の写
様式第７号（事業実施主体→市町）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
市　町　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
（代表者）　氏　　　名　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）計画達成状況報告
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）ついて、同事業実施要領第７の（３）の規定に基づき別記のとおり報告します。
様式第８号（市町→県）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
農林総合事務所長　様
（嶺南振興局長）
市　町　長　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）
事業計画達成状況報告
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、同事業実施要領第７の（３）の規定に基づき別添のとおり報告します。
　（事業実施主体からの事業計画達成状況報告書の写を添付）

事業計画達成状況報告書
事業名：平成　年度　中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）   市町名：　　　　　　　  事業実施主体名：　　      　　　　
	機械・施設名
（品目名）
	年次
	対象機械・施設利用状況
	生産・販売実績
	

	
	
	栽培
面積
	
	稼働
面積
	
	処理量
利用量
	
	
	販売金額
	
	出荷量
	主な販売先
	備　考

	
	
	
	目標
達成率
	
	利用率
	
	利用率
	
	
	目標
達成率
	
	
	

	
	現　状
	a
	%
	a
	%
	ｔ
	%
	
	千円
	%
	t
	　
	

	
	事業実施年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	目　標
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	現　状
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	事業実施年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	１年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	２年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	３年目
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	目　標
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（留意点）
　１　機械・施設ごとに区分し、記入すること。（品目名）には、対象品目名を記載する。
　２　本表は、毎年度の状況が経年的に確認できる様式であるため、事業完了年度を事業実施年度とし、以降３年間継続して利用すること。（事業完了年度の翌年度を１年目とする）
　３　利用率については、目標数値に対する当該年度の面積、収穫量等の率を記入する。利用率が低い場合、その要因と対策を備考欄に記入する。
４　年度をまたいで生産・出荷される品目は、「出荷期間の大半が属している」年度の実績として、記載すること。
別記様式１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          番　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　平成　年　月　日
　福井県知事　様
　     　市　町  長　    ㊞
平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）補助金交付申請書の提出について
　平成　　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり申請します。
記
１．補助事業の目的
２．補助事業の完了予定期日　　平成　　年　　月　　日
３．交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４．関係書類
（１）年度実施計画概要書
（２）収支予算書
（３）工事設計図等
平成　　年度実施計画概要書
	市町名
	事業主体名
	事業費
(千円)
	負担区分 (千円)
	準備状況
	総会等決議状況
	

	
	
	
	県補助金
	市町費
	その他
	
	権利関係調整状況
	

	
	
	
	
	
	
	
	資金借入状況
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	現況
	事業の目的
	本年度の目標

	
	
	

	項目
	施設１ (　　　　　　　　　　)
	施設２(　　　　　　　　　　)
	施設３(　　　　　　　　　　)

	施設用地
の現況等
	地目 (　　　　)　面積 (　　　　　　)㎡
所有・賃借・無償提供・その他 (　　　　　　　）
	
	

	施設の規模･
構造等    _
	　　　　　　　　　 　    　　　(　　　　　　　)㎡
　　　　　　　　 　　　　　　　(　　　　　　　)円/㎡
	
	

	事業内容
	規格
	事業量
	単価 (千円)
	事業費 (千円)
	施工方法
	着工・完了
	維持管理計画・利用計画

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


収 支 予 算 書
１　収入の部
	区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	差引増減額
	備考

	県補助金
	円

	円

	円

	

	市町費
	
	
	
	

	事業実施主体
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


２　支出の部
	事業区分
	本年度予算額
	前年度予算額
	差引増減額
	備考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


                                          予算議決　　平成　　年　　月　　日
別記様式２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　番　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　平成　年　月　日
　福井県知事　様
　       市  町　長　    ㊞
　平成　　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）変更交付申請書の提出について
　平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　　号で補助金交付決定の通知があった中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）の実施について、下記理由により変更し〔金　　　　　　　　　円の追加交付決定（減額承認）を受け〕たいので承認されたく、関係書類を添えて申請します。
記
	変更の理由
	変更の内容

	
	

	
	

	
	


１．関係書類
（１）年度実施計画概要書（変更）
（２）収支予算書
（３）工事設計図等
別記様式３
　
番 　　　　    号
平成　年　月　日
福　井　県　知　事  様
　
市　　町　　長　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）
完了実績報告書の提出について
　平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金等の交付決定を受けた事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。
記
１
補助事業の名称
平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）
２
補助金の交付決定額及び精算額
交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　円
(うち補助対象基本額　　　　　　　　　　　　　　　円)
補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
３
補助事業の成果
４
補助事業の実施期間
平成　　年 ～ 平成　　年
５
経費の配分
	事業費
(A+B+C)
	補助事業に
要した経費
(A+B)
	事業費の負担区分
	備考

	
	
	県補助金
(A)
	市町費
(B)
	その他
(C)
	

	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	


　６　関係書類
　　（１）事業実績書
　　（２）収支精算書
　　（３）出来高設計書等
収　支　精　算　書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	差引増減額
	備考

	県補助金
	
	
	
	

	市町費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	差引増減額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　上記のとおり相違ないことを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市　　町　　長　 eq \o\ac(◯,印)
別記様式４（事業実施主体→市町）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
市　町　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
（代表者）　氏　　　名　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得した施設等の利用に関する改善計画について
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得または効用が増加した施設等について、当初事業実施計画の目的の達成が図れるよう、下記の改善計画を実施することとしたいので、申請します。
記
１　事業の導入および取組みの経過
２　当初事業実施計画の目標が未達である原因および問題点
３　施設等の利用の実績および改善計画
　　（改善計画は、3か年の計画とし、作成すること)
４　改善方策
　　（要領に定める事業計画達成状況報告書を参照し、問題解決に必要な方策を、
　　　事業内容の見直しも含め具体的に記述すること）
５　改善計画を実施するための推進体制
別記様式５（市町→県）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
農林総合事務所長　様
（嶺南振興局長）
市　町　長　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得した施設等の利用に関する改善計画について
　平成　　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得または効用が増加した施設等について、当初事業実施計画の目的の達成が図れるよう、下記の改善計画を実施することとするので、報告します。
記
１　事業実施主体名
２　事業の導入および取組みの経過
３　当初事業実施計画の目標が未達である原因および問題点
４　施設等の利用の実績および改善計画
　　（改善計画は、3か年の計画とし、別紙様式により作成すること)
５　改善方策
　　（要領に定める事業計画達成状況報告書を参照し、問題解決に必要な方策を、
　　　事業内容の見直しも含め具体的に記述すること）
６　改善計画を実施するための推進体制
　（事業実施主体からの事業計画達成状況報告書の写を添付）
別記様式６（事業実施主体→市町）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
市　町　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
（代表者）　氏　　　名　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度 中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得した施設等の目的外使用について
　平成　　年　月　日付け　　第　　号で補助金等の交付決定のあった事業について、下記のとおり変更したいので、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施要領の運用について第４の１の（３）　に基づき申請します。
記
※記の記載様式は、(様式第１－１号または第１－３号)に準ずるものとする。
　この場合に、同様式中の「事業の目的」を「変更の理由」と置き換え、補助金の交付
　決定により通知された事業の内容と変更後の事業の内容を容易に比較対照できるよ
　うに変更部分を二段書きとし、変更前を上段に記載すること。
　また、添付書類については、変更があったものに限り添付する。
別記様式７（市町→県）
　
番　　　　　　号
平成　年　月　日
農林総合事務所長　様
（嶺南振興局長）
市　町　長　 eq \o\ac(◯,印)
平成　年度中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）で取得した施設等の目的外使用について
　平成　　年　月　日付け　　第　　号で補助金等の交付決定のあった事業について、下記のとおり変更したいので、中山間地域農業総合対策支援事業（施設園芸導入事業）実施要領の運用についての第４の１の（４）に基づき申請します。
　（事業実施主体からの目的外使用の申請書の写を添付）
別記








